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研究成果の概要（和文）：トマ・ピケティが示した先進諸国の資本係数、所得分配率等のデータの変動を偏向的
技術進歩（資本生産性あるいは労働生産性のいずれかに偏った技術進歩）を想定することで一貫して説明できる
ことを示した。
人口移動や移民を規制することが社会的厚生の増進に反する可能性が高いことを人的資本を考慮したモデルで示
した。また、人口減少経済では内外の競争圧力の結果、実質賃金率は上昇し、企業利潤率は低下する可能性が高
いこと、それを打開する上で継続的な技術イノベーションが重要であることを、固定資本が存在する理論モデル
を用いて示した。

研究成果の概要（英文）：This work is based on Thomas Piketty's empirical results. The fluctuations 
in the data of capital coefficients, income distribution rates, etc. of developed countries can be 
explained consistently by assuming the biased technological progress (technical progress biased to 
either capital productivity or labor productivity).
Next we showed that regulating migration and immigration is likely to be against the promotion of 
social welfare using human capital model. Also, in a population declining economy, it is highly 
likely that real wage rates will rise and corporate profit rates will decline as a result of 
domestic and foreign competitive pressures, and that continuous technological innovation is 
important to overcome this. It is shown using a theoretical model in which fixed capital exists.

研究分野：経済理論

キーワード： 利潤率　偏向的技術進歩　所得分配　人口移動　経済成長率　イノベーション

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
トマ・ピケティは主要諸国の長期データを用いて所得や富の格差が拡大していることを示した。これは従来の新
古典派成長理論が描く経済とは異なっており、これまでの理論の問題点を示している。本研究では偏向的技術進
歩を想定して分配率や失業率の長期変動を分析して、格差拡大が生じる条件を理論的に検討している。また、所
得や富の格差は人口減少、グローバリゼーションの進展、市場競争の激化の中で生じている。人口減少や市場競
争の激化が長期的な利潤率に及ぼす影響、地域間の人口移動が社会厚生に及ぼす影響について新しい知見を得て
いる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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1． 研究開始当初の背景 

(1) 新古典派成長理論では、長期的に資本産出量比率や資本収益率が一定となる「定型化さ

れた事実」（カレツキ）が受け入れられてきた。このマクロ経済変数の一定性を説明す

る理論として中立的な技術進歩がある。しかし、トマ・ピケティ『21 世紀の資本』が主

要諸国の長期データは経済変数の長期的一定性を満たさないこと、富や所得の格差が拡

大していることを明らかにしたことにより、従来の経済成長理論の見直しが迫られてき

た。 

(2) 人口減少とグローバル化による市場競争の激化は経済成長率の低下や労働分配率の低

下などをもたらす要因として注目されてきた。置塩信雄『経済学と現代の諸問題』は

市場競争の激化は最終的に利潤を消滅させる可能性とそれを抑制する条件についてこ

れまでの研究を改めて示したが、批判も多く、いまだ解決を見ていない。議論を整理す

るとともに人口減少、人口移動等を考慮して再検討する必要があった。 

 

2． 研究の目的 

本研究はピケティの『21世紀の資本』（2014）及び置塩『経済学と現代の諸問題』（2004）

に触発されたものである。 

(1) トマ・ピケティが示した経験的データを、偏向的技術進歩を導入して理論的に説明する。

従来の経済成長理論の多くは資本生産性と労働生産性の上昇がバランスよく進む中立

的技術進歩を想定してきた。この想定は資本産出量比率、資本収益率、所得分配率等の

長期的一定性を示すうえでは便利であるが、ピケティが多くの国の長期データが示した

ようにこれらの変数は一定ではなく、絶えず変動し、所得分配の格差は拡大している。

我々は中立的技術進歩に換えて労働節約的（資本背節約的）な特徴を持つ偏向的技術進

歩を導入する。これによってピケティが想定した１を上回る資本労働の代替弾力性とい

う不適切な仮定に依拠することなくデータの合理的な説明が可能かどうかを検討する。 

(2) 人口減少、国内外の人口移動は国際的にも地域間でも大きな摩擦を引き起こしている。

この人口移動はグローバリゼーションの一側面といえ、市場原理の下では長期的には好

ましい結果をもたらすと考えられてきた。しかし現実には欧州や中国の HUKOU 制度に見

られるように政策的に移動を抑制する動きが強まっている。改めて、国を越える移民や

地域間の人口移動が地域経済の生産や所得分配に及ぼす影響を検討する必要がある。 

(3) 基礎部門への新技術の導入はそれがいかなるタイプのものでも新しい均衡状態で利潤

率を増大させることは『置塩の定理』(Okishio,1961)として知られている。これに対す

る批判は、一方では伝統的なマルクス経済学から利潤率の傾向的低下命題に反するとい

う批判があり、他方、置塩の定理は多くの非現実的な想定の上に立つ命題であり、特に

新技術の導入の前と後で実質賃金率が変わらないという仮定は成り立ち難いという批

判がある。改めて議論を整理すると共に、従来検討されてこなかった固定設備を考慮し

て競争経済と利潤率、技術進歩の関係を明らかにする必要がある。 
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3． 研究の方法 

本研究は 6 名の研究代表者及び分担研究者が定期的に共同研究会を開催することによっ

て行われた。研究協力者として足立英之氏（神戸大学名誉教授）が加わり、毎回、関連する

研究者を招いて、この間、計 18 回の共同研究会を開催した。発表された報告は計 32 件であ

り、うち 11 件は外部研究者による報告であった。研究成果は国内外の学会や研究会で報告

され、論文や著書の形で公表された。発表された雑誌論文は計 28 件（うち査読付き論文 9

件、国際共著 2件）、学会報告は計 32 件（うち国際学会 19件）、著書は 2点であった。  

 

4． 研究成果 

(1)  通常の中立的技術進歩に換えて偏向的技術進歩の想定の下で経済成長と所得分配の

関係を明らかにした。その結果、ピケティが『21世紀の資本』で示した資本・所得比

率と資本分配率の長期的な実証結果が、偏向的技術進歩を考慮すれば、労働と資本の代

替弾力性が１を下回るという妥当な想定の下で理論的に説明できることを示した。 

ピケティによるとマクロ経済変数の長期的一定性は成り立たず、上昇局面や低下局面

を繰り返してきた。特に、1970年から 40年間の８つの富裕国の資本所得比率、資本分

配率のデータが長期的に上昇傾向を、短期的に変動を示している。この変動は、偏向的

技術進歩を導入して、企業が企業価値を最大化するように技術進歩の型を選択すること、

さらにイノベーションフロンティアが資本蓄積率に依存して上下にシフトすることに

よって説明できることを明らかにした。その結果、労働節約的と資本節約的の技術進歩

は交互に出現する可能性が示された。また社会的に最適なイノベーションの型と市場が

選ぶ技術進歩と比較すると、市場は過度に労働節約型な技術を選択する可能性がある。

これは資本市場での課税や規制等の政策対応が必要であることを示唆している。 

次に、効率賃金仮説や労使交渉仮説に基づく賃金設定方程式を想定して、標準的な新

古典派モデルを失業が持続的に存在するモデルに拡張する。このモデルでは労働分配率

が資本労働の代替弾力性より大ならば企業は労働節約的な技術進歩を導入する傾向が

あり、失業率は減少する等の結果が得られた。 

以上の命題や仮定の経験的妥当性を検討するために、労働の効率係数 Aと資本の効

率係数 Bを分離して推計する新しい計量的手法を日本のデータに適用した。明らかに

なったことは、①資本労働の代替弾力性は１を下回ること、②Bの成長率は 1994 - 2012

年には平均して負であり、労働節約的技術進歩が導入されてきたこと、③Bの成長率は

負で労働分配率は代替弾力性より大きいこと、④労働分配率はサンプル期間を通して代

替弾力性に近づいてきたこと、⑤労働分配率が代替弾力性より大きい（小さい）ならば、

労働（資本）節約的技術進歩が導入され、失業率は増大（減少）することである。 

従来の成長理論が内生外生を問わず中立的技術進歩を想定してきた。これは中立的技

術進歩が定常成長均衡で資本労働比率、労働分配率、資本収益率等のマクロ経済変数の
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一定性という資本制発展の「定型化された事実」（カレツキ）を統一的に示すことがで

きたからだと思われる。しかし、ピケティの研究から一定性の仮説に疑問が生じた。本

研究では偏向的技術進歩を導入して所得分配等のマクロ変数への影響を理論的・実証的

に検討し、ピケティのデータが合理的に説明できることを示した。 

 

(2)  所得分配に影響する要因に人口減少、人口移動、人的資本の増大を伴う地域間市場競

争がある。移民問題については古くから Lewis(1954), Harris and Todaro (1970)モデル

が知られているが、そこでは移民行動をもたらす要因として賃金格差や雇用確率が重視

されてきた。国際間や国内での人口移動、移民労働者の実態から都市部で従事する移民

はほとんど非熟練の低賃金労働であり、その背景に農村労働者が不十分な教育しか受け

ていない教育格差があることが知られている。また、農村からの移民が都市部門で職を

得る条件にも大きな格差がある。低賃金だけでなく、居住環境、児童養育等に差があり

移民市場が通常の労働市場から分断されている。このうち第一の教育格差が重要である

と考え、本研究では移民労働者が都市で職を確保できる確率を人的資本の凸関数とする

移民確率をモデルに組み込んだ。 

明らかになったことは、①移民規制の緩和は都市部への非熟練労働の移動を増大させ、

都市部の熟練労働賃金を引き下げるように作用すること、②非熟練労働の賃金は熟練労

働以上に下落し、両者の賃金格差は拡大すること、③農産物価格に比して工業品価格は

低下すること、④移民の非熟練労働が工業部門で受け取る賃金は前職を上回り、移民に

よって社会的厚生は増大する可能性が高いこと、⑤このプラスの影響は都市部の非熟練

労働の農村部の非熟練労働が得る賃金に見合う大きさになるまで続くこと等である。 

以上より、中国の HUKOU 制度のような移民の移動制限を緩和ないし解除することは、

都市と農村の消費量で定義される社会的厚生を向上させるという意味で有効な政策で

ある。農村から都市への移民規制は緩和ないし廃止することが望ましいというのが、政

策的な含意である。 

 

(3) 『置塩定理』（1961）は現行価格で測った費用削減的な新技術の導入は新しい均衡状態

での均等利潤率を必ず増大させるという定理である。この定理はマルクスの利潤率の傾

向的低下を否定するものとして注目されてきた。 

この定理は、実質賃金率が技術導入の前後で変化せず、企業家は新技術の合理的な選

択基準を採用すると想定する限り正しい。しかし、固定設備が存在する経済においては、

市場競争が厳しくなると新技術の選択基準は利潤率基準からコスト基準に変更されざ

るを得ないというシャイクの主張には問題があり、その場合も、利潤率基準は合理的な

技術選択基準として機能する。次に、置塩定理が想定する新技術の導入の前後で実質賃

金率が一定に留まるという仮定は非現実的である。新技術導入による利潤率の部門格差

は生産や投資の部門間移動をもたらし、諸価格や賃金率も変化する動学的経済で成り立
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つ保証はない。本稿では固定設備を考慮して利潤率や所得分配、実質賃金率の変動を分

析できる動学的競争経済モデルを想定して、シミュレーションによって次のような結果

を得た。①人口が一定で技術進歩のない経済では競争経済の利潤率はゼロに収束する。

②人口が一定率で増大する場合、利潤率は正の水準に収束し、実質賃金率は減少してい

く。逆に、技術進歩がなく人口が減少する経済では、成長率は低下し、実質賃金率は増

大し、利潤率は負の水準に収束していく。③人口が一定で毎期新技術が導入される経済

では利潤率と成長率は正の値をとり、実質賃金率は増大する傾向がある。均衡価格と賃

金水準は低下していく。④新技術はある時点で一度導入される場合、利潤率は一時的に

増大するが、循環運動を示しながらやがてゼロ水準に収束していく。資本蓄積は一時的

に増大し、やがて定常状態に収束していく。実質賃金率は増大し価格は低下を続ける。 

継続的な人口減少が続く経済でグローバル化による市場競争が激化することは利潤

率に下方圧力となり、これを止める要因として絶えざる技術進歩の導入が重要である。 
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